福祉用具購入費の支給（介護保険で福祉用具を購入する場合）
　介護保険では、要介護認定で要支援以上の認定を受けた方であれば、年間10万円までの福祉用具を１割の負担で購入することができます。

1. 利用できる方

· 介護保険で要支援から要介護５までの認定を受けた方

2. 利用できる範囲

(1)利用できる限度額　　　　　1年度間　10万円まで

※自己負担　　1割が自己負担となります。（例：10万円の購入の場合、1万円が自己負担となります。）

(2)購入できる福祉用具の種類（次の5種類に限られます）

· 腰掛便座

· 特殊尿器

· 入浴補助用具

· 簡易浴槽

· 移動用リフトのつり具の部分

※10万円までであれば、同時に複数の購入もできます。ただし、介護保険にて既に購入した用具については対象となりません。

　
3. 利用方法

· 購入を希望する場合は事前に町へ申請し、町の交付決定を受ける必要があります。

· 購入に要する費用を一旦は全額自己負担する必要があります。（後で費用の9割を保険より償還されます。）





1. 事前の検討



2. 購入事業者を選ぶ



3. 町へ申請する



4. 決定後、発注する



5. 納品の確認、支払



6. 町へ請求する

居宅介護支援者等に購入の意向を伝え、適切な購入

のためかつ適切な保険利用のため十分に検討する。

複数から見積書をとり比較検討するなど適正に選ぶ。

（注）この段階では正式な発注(依頼)をしないこと。

支給申請書に必要書類（※１）添えて町へ申請する。

町の交付決定後、正式に購入事業者へ発注(依頼)する。

納品を確認し、購入事業者へ一旦費用を全額支払う。

請求書に必要書類(※２)を添えて町へ請求し、保険の償還

を受ける（例：10万円の購入を行った場合、9万円が償還されます。）

※1申請に必要な書類

· 介護保険居宅介護（支援）福祉用具購入費等支給申請書

· 見積書（購入事業者が作成する）

· 当該福祉用具のパンフレットその他概要を記した書面

※2請求に必要な書類

· 介護保険居宅介護（支援）福祉用具費等請求書

· 領収書（購入事業者が作成する）

４．その他

　福祉用具の貸与　　福祉用具については、上記2(2)の購入できる用具以外に車いす、特殊寝台等貸与にて利用できる用具もありますので、居宅介護支援事業者等へ一度ご相談ください。

	お問合せ
	川越町役場　　福祉課

（℡66-7116　　Fax65-5380）





用具の種類によっては保険の対象とならず9割の償還を受けられなくなる場合もありますので、以下の利用方法に従い、事前に居宅支援事業者等と十分にご相談ください。














ご注意























